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Ⅰ．緒言と目的 

不健康な生活習慣は健康寿命を損なう主要因である一方、国民の健康行動の実施率は十分では

ない 1）。とくに青森県では、不健康な生活習慣を有する者の割合が全国平均より高く、既存の健

康づくり施策・事業が住民に十分浸透していない可能性がある。こうした課題に対応するには、

住民のニーズや参加障壁を踏まえ、参加しやすく行動変容につながる健康プログラムを設計・展

開する必要がある。先行研究では、健康づくりのポピュレーション戦略に行動科学の視点を取り

入れる有効性が示されており 2）、ソーシャルマーケティング理論に基づく 4P（Product／Price／

Place／Promotion）を踏まえた介入の最適化は参加促進と行動変容支援に資する可能性がある 3）。

しかし、国内で同理論を用いてプログラム開発まで結び付けた研究は限られる 4）。さらに、地域

資源が健康行動に持続的な影響を与えることが示唆されている一方で 5,6）、大学を地域資源として

位置付けた健康プログラムの展開モデルに関する知見の蓄積は十分ではない。 

本研究の目的は、青森県在住の 18－84歳の成人を対象に、オンライン質問紙調査（量的）と青

森市でのフォーカスグループインタビュー（以下「FGI」）（質的）を行い、地域の健康プログラム

（健康教室・講座・イベント）参加の促進要因と不参加理由、開発・展開上の課題、ならびに大学

が提供可能な資源と役割を明らかにすることである。 

Ⅱ．研究方法 

１．質問紙調査による量的研究 

青森県内在住の 18－84 歳の成人を対象に、調査会社（クロスマーケティング〔東京〕）の登録

パネルを用いたオンライン質問紙調査を 2025年 9月に実施した。入院中または施設入居中の者は

除外した。研究目的・方法等を説明し、オンライン上で同意を得た者のみを解析対象とした。調

査項目は、社会・人口統計学的要因（年齢、性別、婚姻状況、同居者の有無、就業状況、教育歴、

車の運転、主観的経済状況）、健康状態、健康行動（喫煙、飲酒、運動習慣・身体活動、睡眠、食

行動）、ヘルスリテラシー7）、健康情報の入手手段、健康プログラム（健康教室・講座・イベント）

の参加状況、ならびに 4P（Product／Price／Place／Promotion）に基づく参加促進要因および不

参加理由とした。本研究は青森県立保健大学倫理委員会の承認を得て実施した（承認番号：25036）。 

２．フォーカスグループインタビューによる質的研究 

青森市における健康プログラムの企画・運営または参加に関与するステークホルダー（行政・

地域包括支援センターの保健師、健康づくりリーダー、地域住民）を対象に、2025年 11月－12月
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に FGI を実施した。行政機関・地域団体を通じて協力者を募集し、研究趣旨を説明のうえ参加の

意思を確認した。インタビュー当日は、目的・内容、想定される利益・不利益、プライバシー保

護、参加が任意であることを説明し、文書同意を得た。対面で半構造化の FGI を実施し、同意の

うえで録音した。FGIでは、（1）地域の健康プログラムの課題、（2）実施・継続に必要な地域資源

と活用可能性、（3）大学が提供可能な資源および地域健康支援における役割と課題を聴取し、質

問は対象者の役割に応じて調整した。録音データを逐語録化し、意味単位ごとにコード化・カテ

ゴリー化してテーマを抽出し、3名の研究者で相互確認・協議して合意形成した。抽出テーマはソ

ーシャルマーケティング理論（4P）等の観点から整理した。さらに、本学教員が FGI 結果に基づ

き、健康プログラムの開発・展開において本学が提供できる資源と役割を整理した。本研究は青

森県立保健大学倫理委員会の承認を得て実施した（承認番号：25085）。 

Ⅲ．結果と考察 

１．質問紙調査の主な結果 

１）対象者の特徴 

対象者は 2,080 人で、40－64 歳が 65.9%と最も多かった（18－39 歳 15.4%、65 歳以上 18.7%）。

対象者のうち女性は 40.2%、既婚は 57.4%、同居者ありは 81.0%、有職は 71.8%であった。また、

教育歴は「小学校・中学校・高校卒」52.2%で、車の運転者は 84.3%、経済状況は「ゆとりがある・

ややゆとりがある」30.8%であった。 

２）健康プログラム（健康教室・講座・イベント）の参加実態 

過去 1年間に参加経験がある者は 3.7%、1年以上前の参加経験がある者は 7.2%、参加経験がな

い者は 89.1%であった。過去 1年間の参加者（n=77）が参加したプログラムの主催は自治体が最多

（51.9%）で、参加回数は 1回が最も多かった（48.1%）。内容は運動・身体活動が最も多く（61.0%）、

栄養・食生活（41.6%）、生活習慣病関連（39.0%）が続いた。 

３）健康プログラムへの参加促進要因（性差・年代差） 

促進要因の上位は、参加費用が無料または安価である（78.7%）、わかりやすい広報（77.4%）、

アクセスが便利（76.3%）、無料駐車場（74.7%）、個別化された助言（72.8%）であった。女性は

男性より、専門家の関与、個別化された助言、費用、体験参加、アクセス、オンライン参加、わ

かりやすい広報等を重要視する割合が有意に高かった（効果量は体験参加φ=0.12、費用

φ=0.10）。年代差では、わかりやすい広報（18－39歳 62.3%、40－64歳 78.5%、65歳以上

86.1%；V=0.17）など多くの項目で高齢層ほど重要視する割合が高かった。一方、体験参加とオ

ンライン参加は差を認めなかった。以上より、参加促進には「負担の低減」「情報の明確化」「参

加しやすい導線」の整備が重要であり、とくに高齢層ではわかりやすい情報提供や専門家の関

与、具体的支援（個別化）の重要性が高い可能性がある。 

４）健康プログラムへの不参加理由（過去 1年以内の不参加者：n=2003） 

不参加理由の上位は、魅力を感じない（37.4%）、どのような健康プログラムが実施されている

かを知らない（24.1%）、時間が確保できない（19.9%）、日時が合わない（14.5%）、費用が高い（12.3%）

であった。男性は「魅力を感じない」「必要性を感じない」が多く、女性は「参加時間の確保が困

難」「同伴者がいない」が多かった。年代差では「魅力を感じない」は若年層で該当割合が高く、

「必要性を感じない」「自己管理できている」は高齢層で割合が高かった。以上より、不参加には

魅力（Product）と認知（Promotion）に加え、時間・心理的負担（Price）が関与し、若年層には



（HP 戦略研究・若手大学院奨励研究報告） 

健康プログラムの便益の見える化、高齢層には必要性の再確認、女性には同伴・参加環境の整備

が重要と考えられる。 

２．質的研究の結果 

１）対象者の特徴 

 FGIの対象者は、青森市役所の保健師 6名（20－40代；全員女性）、地域包括支援センターの保

健師 4名（30－40代；男性 1名、女性 3名）、青森市の健康づくりリーダー5名（60－80代；男性

2名、女性 3名）、地域住民 6名（60－80代；男性 2名、女性 4名）であった。 

２）結果と考察 

（１）健康プログラムの展開における課題と必要な地域資源 

 4 つの FGIの結果から、健康プログラムの展開に関する課題として、以下の内容が抽出された。 

Product：プログラムのマンネリ化、対象層の機能レベルに応じた対応の難しさ 

Price：参加者間の対人関係の煩わしさ、冬季の外出・移動不安 

Place：積雪と路面凍結、アクセスの困難さ（駐車場の有無や広さ、開催地までの距離と交通手段） 

Promotion：情報の未到達、チラシによる広報の限界、口コミへの依存 

その他：働き盛り世代の参加の乏しさ、無関心・未参加者層へのリーチの難しさ、担い手の不足 

 以上について、各 FGI における語りの焦点は異なっていたが、冬季における環境的な制約や心

理的負担、情報伝達の限界などが共通して示された。Product と Promotion の課題は本地域に限

定されるものではないが、Price と Place の課題は地方、あるいは本地域特有の構造的要因であ

ることが示唆された。 

（２）プログラムの開発・展開において、本学が提供できる資源と役割 

 地域での健康プログラムの実践経験を有する本学教員が、4 つの FGI の結果を踏まえて本学が

提供できる資源と役割を検討した結果、主に以下の 4点が挙げられた。 

・研究成果から得られた最新知識を、対象となる各住民層にわかりやすく提供していくこと 

・広い駐車場やバス停がある本学施設の利活用 

・冬季、移動せずに参加できるコンテンツの作成と配信 

・学生・地域ボランティア等の新たな担い手（コミュニケーター）による情報到達の強化 
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